
【広域地方計画のあり方について（平成18年6月30日第９回国土審議会

 

抜粋）】

広域地方計画

 

：

 

各地域の将来を見据え、上述の基本原則を最大限に満たす広域地方計画区域として、以下の８圏域を設定すべきである。この

 
場合、以下で特記した地域においては、下記の理由により、合同協議会や分科会等を活用する必要がある。

中国地方

 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県の区域を一体とした区域

四国地方

 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県の区域を一体とした区域

ただし、四国地方4 県については、その人口や経済の規模が他の区域と比較して小さく、また、中国地方と四国地方は、交通基盤整備の進展等に

 
より日本海から太平洋にわたる地域の一体感が強まりつつある。さらに、両区域に共通の課題として、日本海と太平洋の両海洋を活用した広域物流

 
体系や国際観光ルートの構築、瀬戸内海における国土の保全・管理の一体的推進等を有している。このため、中国地方及び四国地方においても、計

 
画の策定・実施に際して、各々の広域地方計画協議会の関係構成員からなる合同協議会を設置し、日本海から太平洋にわたる発展の全体構想とと

 
もに、区域に跨る共通課題に関して協議を行い、この協議に基づき、当該全体構想や共通題につき各々の広域地方計画の内容として共通に記述し、

 
それぞれの取り組みを進める、等の対応が必要である。

【国土形成計画（全国計画）（原案）（平成19年12月13日

 

抜粋）】
（３）広域ブロック間の連携及び相互調整
各広域ブロックにおける取組に加えて、ブロック相互やブロックの境界にまたがる複数都道府県等の間での連携及び相互調整を進める必要がある。
特に、北陸・中部の両圏域及び中国・四国の両圏域については、交通基盤整備の進展等により日本海から太平洋にわたる地域の一体感が強まり

 
つつあるとともに、日本海と太平洋の両海洋を活用した広域物流体系や国際観光ルートの構築、中部山岳地域や瀬戸内海における国土の保全・管

 
理の一体的推進等の共通の課題を有していることから、日本海から太平洋にわたる発展の全体構想等について合同して検討していくことが求められ

 
る。

中国圏・四国圏広域地方計画合同協議会について
【１．合同協議会設立の趣旨】

広域地方計画合同協議会を開催するに当たって、両広域地方計画協議会構成員全員で構成することとしてはどうか。

【２．合同協議会構成員について】

【３．今後のスケジュールについて】

○平成20年2月上旬に、中国圏・四国圏プレ広域地方計画合同協議会を１回開催予定。広域地方計画協議会立ち上げ後に、１回開催予定。

○なお、開催地については、今後、中国圏と調整。

資料３資料３



１．地域の多様性を活かした交流・連携で、持続的に発展す

 
る中国圏

２．産業集積や地域資源を活かした新たな挑戦で、持続的に

 
成長する中国圏

３．多彩な文化と自然を活かして、多様で豊かな生活を楽しめ

 
る中国圏

○多様な地域が連携した一体感のある中国圏の形成

○隣接ブロックを含めた交流･連携による活力・魅力の向上

○東アジアをはじめ世界に開かれた交流・連携

○中国圏の持続的発展を支える多様な人材の育成・確保

○国際競争力のある産業の振興

○地域の活力につながるサービス産業の振興

○地域資源を活かした地域経済の活性化

※

 

は隣接ブロックと連携すべき分野

中国圏・四国圏との連携テーマ（案）

○中山間地域と都市地域の交流・連携等による生活サービス機

 
能の確保

○安全・安心な国土・地域づくりの推進

○多様な主体が連携・協働した地域づくりの推進

中国圏の将来像

連携テーマ２
産業集積地間の連携に

よる国際的な
産業拠点形成

連携テーマ３

瀬戸内海の
環境保全・修復

連携テーマ５

広域交通ネットワークの
活用促進

連携テーマ４

暮らしの安全・
防災ネットワークの整備

連携テーマ１

広域観光・インバウ
ンド観光の推進

①安全・安心を基盤に、快適な暮らしを実感できる四国

～心穏やかに暮らせるやすらぎの実現～

②地域に根ざした産業が集積し、競争力を発揮する四国

～グローバル化を生き抜く産業群の形成～

③歴史・文化、風土を活かした個性ある地域づくりを進め、人

 
をひきつける四国～おもてなしの心あふれた癒しの実現～

④東アジアをはじめ、広域的に交流を深める四国

～進取の息吹を与える交流の創出～

⑤中山間地域・半島部・島しょ部や都市が補完しあい活力あ

 
ふれる四国

～農山漁村と都市の共生～

①災害に強い地域をつくる

②自然・地球環境との調和を高める

③地域の暮らしの快適性を高める

①絶え間ないイノベーションにより世界に通用する産業を育て

 
る

②多元的成長力を持つ産業集積を高める

①美しい風土を形成し地域の魅力を高める

②歴史・文化的資源を継承し地域の独自性を発揮する

①東アジア・世界との交流を活性化する

②環瀬戸内圏や全国との交流を活性化する

③圏域内の交流を活性化する

①農山漁村（中山間地域等）の暮らしと環境を支える

③都市の魅力・快適性を高める

四国圏域の発展に向けた目標



役 職 氏 名

四 国 管 区 警 察 局 総 務 監 察 ・ 広 域 調 整 部 長 工 藤 裕 幸

四 国 総 合 通 信 局 総 務 部 長 森 敏 郎

四 国 財 務 局 総 務 部 長 御 子 柴 達

中国四国厚生局(代理 四国厚生支局） 総 務 課 長 山 本 美 二

中 国 四 国 農 政 局 企 画 調 整 室 長 近 藤 浩

四 国 森 林 管 理 局 計 画 部 長 川 上 利 次

四 国 経 済 産 業 局 総 務 企 画 部 長 南 雲 誠

企 画 部 長 菊 池 良 介

建 政 部 長 岩 城 豊

四 国 運 輸 局 企 画 観 光 部 長 土 肥 豊

第 五 管 区 海 上 保 安 本 部 総 務 部 長 山 﨑 敏 也

第 六 管 区 海 上 保 安 本 部 総 務 部 長 宮 尾 努

中 国 四 国 地 方 環 境 事 務 所 高 松 事 務 所 長 福 田 宏 之

企 画 総 務 部 長 真 木 和 茂

県 土 整 備 部 長 小 池 幸 男

政 策 部 長 山 下 幸 男

土 木 部 長 久 保 市 郎

企 画 情 報 部 長 藤 岡 澄

土 木 部 長 清 水 裕

政 策 企 画 部 長 十 河 清

土 木 部 長 宮 崎 利 博

大 阪 航 空 局 飛 行 場 部 長 傍 士 清 志

大 阪 管 区 気 象 台 技 術 部 長 隈 健 一

四 国 経 済 連 合 会 専 務 理 事 谷 口 壽 人

四 国 商 工 会 議 所 連 合 会 常任幹事（高松商工会議所専務理事） 谷 本 義 隆

徳 島 県 市 長 会 事 務 局 長 佐 藤 功

香 川 県 市 長 会 事 務 局 長 湯 尾 慶 三

愛 媛 県 市 長 会 事 務 局 長 田 中 正 憲

高 知 県 市 長 会 事 務 局 長 澤 本 義 博

徳 島 県 町 村 会 常 務 理 事 森 周 一

香 川 県 町 村 会 事 務 局 長 玉 地 忠 利

愛 媛 県 町 村 会 常 務 理 事 田 所 清 二

高 知 県 町 村 会 事 務 局 長 恒 石 好 信

愛 媛 県

四国圏プレ広域地方計画協議会　構成員名簿（H19.12.1現在)

四 国 地 方 整 備 局
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界
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村
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国
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国
の
関
係
各
地
方
行
政
機
関

関
係
都
府
県

徳 島 県

香 川 県

高 知 県





【参照条文 抜粋】 

 

国土形成計画法（昭和二十五年五月二十六日法律第二百五号） 

（広域地方計画）  

第九条  国土交通大臣は、次に掲げる区域（以下「広域地方計画区域」という。）について、それぞれ国

土形成計画を定めるものとする。  

一  首都圏（埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  

二  近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  

三  中部圏（愛知県、三重県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  

四  その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以上の県の

区域であつて、一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるものとして政令で定める

区域  

２  前項の国土形成計画（以下「広域地方計画」という。）には、全国計画を基本として、次に掲げる

事項を定めるものとする。  

一  当該広域地方計画区域における国土の形成に関する方針  

二  当該広域地方計画区域における国土の形成に関する目標  

三  当該広域地方計画区域における前号の目標を達成するために一の都府県の区域を超える広

域の見地から必要と認められる主要な施策（当該広域地方計画区域における総合的な国土の

形成を推進するため特に必要があると認められる当該広域地方計画区域外にわたるものを含

む。）に関する事項  

３  国土交通大臣は、第一項の規定により広域地方計画を定めようとするときは、あらかじめ、国土

交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、次条

第一項の広域地方計画協議会における協議を経て、関係各行政機関の長に協議しなければならな

い。  

（第４項、第５項略） 

 

（広域地方計画協議会）  

第十条  広域地方計画及びその実施に関し必要な事項について協議するため、広域地方計画区域ご

とに、政令で定めるところにより、国の関係各地方行政機関、関係都府県及び関係指定都市（以

下この条において「国の地方行政機関等」という。）により、広域地方計画協議会（以下「協議会」

という。）を組織する。  

（第２項以下略） 

 

国土形成計画法施行規則（平成十七年十二月二十一日国土交通省令第百十四号） 

 

（国土交通大臣の広域地方計画協議会に対する要請）  

第三条  国土交通大臣は、法第九条第一項 の規定により同条第二項 に規定する広域地方計画を定めよう

とする場合において、必要があると認めるときは、法第十条第一項 の広域地方計画協議会（以下「協

議会」という。）による法第九条第三項 の規定による協議を行うための会議（以下「会議」という。）につ

いて、関係する協議会に対し、次に掲げる措置を講ずるよう要請することができる。  

一  広域地方計画区域内の一部の区域について、関係する一部の構成員による会議を開くこと。 

二  複数の広域地方計画区域にまたがる区域について、関係する協議会が共同して会議（関係する一

部の構成員による会議を含む。）を開くこと。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000900000000003000000000000000000
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